
令和３年度電気通信事故に関する検証報告（令和４年 11 ⽉ 11 ⽇） 
現⾏（公開版） 修正後（⾚下線部が修正箇所） 
１．令和３年度事故検証案件の概要 
（１）電気通信事故発⽣状況 
令和３年度においては、重⼤な事故は７件であ
り、直近５年間が４件程度であったことを踏まえる
と、漸増状態とも⾔える。また、四半期報告事故
（詳細な様式による報告分）の件数は 6,696
件と、前年度から 86 件増加しており、直近４年
間では増加傾向となっている。 
 サービス別で⾒ると、データ通信サービスの事故が
最も多く、全体の 67％を占めており、件数⾃体も
増加傾向にある。 
 発⽣要因別に⾒ると、外的要因が最も多く全体
の 62％を占めており、中でも他の電気通信事故の
割合が最も⾼く、全体の 91%となっている。 
（略） 

１．令和３年度事故検証案件の概要 
（１）電気通信事故発⽣状況 
令和３年度においては、重⼤な事故は７件であり、
直近５年間が４件程度であったことを踏まえると、漸
増状態とも⾔える。また、四半期報告事故（詳細な
様式による報告分）の件数は 6,709 件と、前年度
から 97 件増加しており、直近４年間では増加傾向と
なっている。 
 サービス別で⾒ると、データ通信サービスの事故が最
も多く、全体の 68％を占めており、件数⾃体も増加
傾向にある。 

 発⽣要因別に⾒ると、外的要因が最も多く全体
の 61％を占めており、中でも他の電気通信事故の割
合が最も⾼く、全体の 90%となっている。 
 （略） 

ア 電気通信事故報告件数 
 令和３年度に発⽣した重⼤な事故については、
表１のとおり、７件であり、前年度の４件から３件
増加している。また、それらの重⼤な事故及び四半
期報告事故（詳細な様式による報告分）の報
告件数は 6,696 件と、前年度の 6,610 件から
86 件増加している。統計的集計が可能となった平
成 22 年度 以降では、図１のとおり、平成 23 年
度から減少していたが、直近４年間は増加してい
る。 

ア 電気通信事故報告件数 
 令和３年度に発⽣した重⼤な事故については、表
１のとおり、７件であり、前年度の４件から３件増加
している。また、それらの重⼤な事故及び四半期報告
事故（詳細な様式による報告分）の報告件数は
6,709 件と、前年度の 6,612 件から 97 件増加し
ている。統計的集計が可能となった平成 22 年度以
降では、図１のとおり、平成 23 年度から減少してい
たが、直近４年間は増加している。 

 
（略） 

 
（略） 



  

イ 影響利⽤者数及び継続時間別 
重⼤な事故及び四半期報告事故の件数を影

響利⽤者数で⾒ると、表２のとおり、総件数
6,696 件のうち、９割強が影響利⽤者数 500 ⼈
未満の事故となっており、これは直近５年間と同様
の傾向となっている。 
また、継続時間で⾒ると、継続時間が２時間以上
５ 時 間 未 満 の 事 故 に つ い て は 、 3,319 件
（49.6％）と、直近５年間と同様に半数を占め
ており、事故収束まで 12 時間以上かかった事故に
ついても、1,799 件（26.8％）と、直近５年間
と同様に全体の３割近くを占めている。 
（略） 

 

イ 影響利⽤者数及び継続時間別 
重⼤な事故及び四半期報告事故の件数を影響

利⽤者数で⾒ると、表２のとおり、総件数 6,709 件
のうち、９割強が影響利⽤者数 500 ⼈未満の事故
となっており、これは直近５年間と同様の傾向となって
いる。 
また、継続時間で⾒ると、継続時間が２時間以上５
時間未満の事故については、3,315 件（49.4％）
と、直近５年間と同様に半数を占めており、事故収
束まで 12 時間以上かかった事故についても、1,802
件（26.8％）と、直近５年間と同様に全体の３割
近くを占めている。 
（略） 

 

ウ サービス別 
四半期報告事故をサービス別に⾒ると、図２の

とおり「データ通信サービス」の件数が 8,330 件
（67％）と最も多く発⽣しており、そのうち、「イン
ターネット接続サービス（固定）」が 3,320 件
（40％）と最も多く、次いで「固定アクセスサービ
ス」が 2,008 件（24％）、「移動アクセスサービ
ス」が 1,467 件（18％）となっている。 

ま た 、 ⾳ 声 サ ー ビ ス の 事 故 は 2,921 件
（24％）となっており、そのうち、「携帯電話」が
1,457 件（50％）と最も多く、次いで「IP 電話」
が 1,215 件（42％）となっており、全体の 92％
を占めている。「アナログ電話」は 93 件（3％）で

ウ サービス別 
四半期報告事故をサービス別に⾒ると、図２のとおり
「データ通信サービス」の件数が 8,294 件（68％）
と最も多く発⽣しており、そのうち、「インターネット接続
サービス（固定）」が 3,314 件（40％）と最も多
く、次いで「固定アクセスサービス」が 2,002 件
（24％）、「移動アクセスサービス」が 1,466 件
（18％）となっている。 

また、⾳声サービスの事故は 2,868 件（23％）
となっており、そのうち、「携帯電話」が 1,451 件
（51％）と最も多く、次いで「IP 電話」が 1,192 件
（42％）となっており、全体の 92％を占めている。
「アナログ電話」は 75 件（3％）であり、事故の割合



あり、事故の割合は⾮常に低くなっている。  
なお、７件発⽣した重⼤な事故のうち、１件は

衛星の故障による事故、１件は緊急通報を取り
扱う⾳声伝送役務（携帯電話）の事故、１件
は、緊急通報を取り扱わない⾳声伝送サービス
（IP 電話）の事故、３件は主にインターネット接
続サービス（インターネット接続サービス１件、イン
ターネット関連サービス（有料）（電⼦メールサー
ビス）２件）の事故、１件はデータ通信サービス
（データ通信サービス等の品質低下）の事故とな
っている。 

 
（図２）サービス別電気通信事故発⽣状況 

は⾮常に低くなっている。  
なお、７件発⽣した重⼤な事故のうち、１件は衛

星の故障による事故、１件は緊急通報を取り扱う⾳
声伝送役務（携帯電話）の事故、１件は、緊急通
報を取り扱わない⾳声伝送サービス（IP 電話）の事
故、３件は主にインターネット接続サービス（インター
ネット接続サービス１件、インターネット関連サービス
（有料）（電⼦メールサービス）２件）の事故、１
件はデータ通信サービス（データ通信サービス等の品
質低下）の事故となっている。 

 

 
（図２）サービス別電気通信事故発⽣状況 

エ 発⽣要因別 
四半期報告事故を発⽣要因 別で⾒ると、図

３のとおり他の電気通信事業者の設備障害による
事故など、⾃社以外の要因（外的要因）が
4,058 件（62％）と最も多く、そのうち、他の電
気通信事業者の事故によるものが 3,696 件
（91％）と外的要因の⼤半を占めている。 

次いで、⾃然故障等の設備的な要因（設備
要因）が 2,249 件（34％）となっており、そのう
ち、機器故障が 2,127 件と設備要因の 95％を
占めている。 
 なお、７件発⽣した重⼤な事故のうち、４件は
⼈的要因、１件は外的要因、２件はその他となっ
ている。 

 
（図３）発⽣要因別電気通信事故発⽣状況 

エ 発⽣要因別 
四半期報告事故を発⽣要因 別で⾒ると、図３の

とおり他の電気通信事業者の設備障害による事故な
ど、⾃社以外の要因（外的要因）が 4,099 件
（61％）と最も多く、そのうち、他の電気通信事業
者の事故によるものが 3,697 件（90％）と外的要
因の⼤半を占めている。 

次いで、⾃然故障等の設備的な要因（設備要
因）が 2,327 件（35％）となっており、そのうち、機
器故障が 2,204 件と設備要因の 95％を占めてい
る。 
 なお、７件発⽣した重⼤な事故のうち、４件は⼈
的要因、１件は外的要因、２件はその他となってい
る。 

 
（図３）発⽣要因別電気通信事故発⽣状況 



 
 

オ 故障設備別 
四半期報告事故を故障設備別で⾒ると、図４

のとおり故障設備が明確な 3,675 件のうち、伝送
路設備に起因する事故が 1,730 件（44％）と
最も多く、そのうち、加⼊者系ケーブルが 970 件
（56％）、中継ケーブルが 232 件（13％）と、
ケーブル⽀障による事故が伝送路故障の約３分
の２を占めている。 

次いで、伝送交換設備に起因する事故が
1,670 件（44％）となっており、そのうち、加⼊者
収容装置の事故が 1,032 件（62％）と伝送交
換設備の約６割を占めており、次いで、レイヤ３ス
イッチ・ルータが 207 件（12％）、網終端装置
126 件（8％）となっている。 

なお、７件発⽣した重⼤な事故のうち、６件は
サーバ設備（アプリケーションサーバ、認証・呼制御
サーバ）の事故、１件はその他（衛星）の事故と
なっている。 

 

（図４）故障設備別電気通信事故発⽣状況 

オ 故障設備別 
四半期報告事故を故障設備別で⾒ると、図４の

とおり故障設備が明確な 3,975 件のうち、伝送路設
備に起因する事故が 1,773 件（44％）と最も多
く、そのうち、加⼊者系ケーブルが 992 件（56％）、
中継ケーブルが 240 件（14％）と、ケーブル⽀障に
よる事故が伝送路故障の約３分の２を占めている。 

次いで、伝送交換設備に起因する事故が 1,669
件（41％）となっており、そのうち、加⼊者収容装置
の事故が 1,020 件（61％）と伝送交換設備の約
６割を占めており、次いで、レイヤ３スイッチ・ルータが
207 件（12％）、網終端装置 127 件（8％）と
なっている。 

なお、７件発⽣した重⼤な事故のうち、６件はサ
ーバ設備（アプリケーションサーバ、認証・呼制御サー
バ）の事故、１件はその他（衛星）の事故となって
いる。 

 

 

（図４）故障設備別電気通信事故発⽣状況 



令和３年度電気通信事故に関する検証報告（概要版）（令和４年 11 ⽉ 11 ⽇） 
現⾏（公開版） 修正後（⾚下線部が修正箇所） 

  

  

  

  



 
  



電気通信サービスの事故発⽣状況（令和３年度）（令和４年 11 ⽉ 11 ⽇） 
現⾏（公開版） 修正後（⾚下線部が修正箇所） 
１ 報告の概要 

 

２ （略） 

１ 報告の概要 

 

２ （略） 
３ 事故全体の状況 
(1) 影響利⽤者数及び継続時間 
・ 総件数は 6,696 件（前年度(6,610 件)

⽐＋86 件）とほぼ横這いとなった。 
・ 影響利⽤者数で⾒た場合、影響利⽤者数

が 500 ⼈未満の⼩規模な事故件数は、
6,219件（前年度⽐で＋103件）であり、
総件数の約 93％（前年度⽐±０ポイン
ト）を占めた。影響利⽤者数が３万⼈以上
の事故件数は、66 件（前年度⽐＋15
件）であり、総件数の約１％（前年度⽐±
０ポイント）であった。 

・ 継続時間で⾒た場合、継続時間が２時間
以上の事故件数は、6,651 件（前年度⽐
＋155 件）であり、総件数の約 99％（前
年度⽐＋1 ポイント）を占めた。 

 

 
(2) サービス別の内訳 
・ 事故が発⽣したサービスの合計件数※に占め

る「データ通信サービス」の事故件数の割合は

３ 事故全体の状況 
(1) 影響利⽤者数及び継続時間 
・ 総件数は 6,709 件（前年度(6,612 件)⽐

＋97 件）とほぼ横這いとなった。 
・ 影響利⽤者数で⾒た場合、影響利⽤者数が

500 ⼈未満の⼩規模な事故件数は、6,226
件（前年度⽐で＋108 件）であり、総件数
の約 93％（前年度⽐±０ポイント）を占め
た。影響利⽤者数が３万⼈以上の事故件数
は、66件（前年度⽐＋15件）であり、総件
数の約１％（前年度⽐±０ポイント）であっ
た。 

・ 継続時間で⾒た場合、継続時間が２時間以
上の事故件数は、6,664 件（前年度⽐＋
93 件）であり、総件数の約 99％（前年度
⽐＋０ポイント）を占めた。 

 

 
(2) サービス別の内訳 
・ 事故が発⽣したサービスの合計件数※に占める

「データ通信サービス」の事故件数の割合は



67％（前年度⽐＋２ポイント）、「⾳声サ
ービス」の事故件数の割合は 24％（前年度
⽐－１ポイント）で､「データ通信サービス」の
事故が⾼い割合を占めている。 

・ ⾳声サービスの事故の内訳については、「固
定通信」の事故件数の割合が 47％（前年
度⽐－４ポイント）、「移動通信」の事故件
数の割合が 50％（前年度⽐＋６ポイン
ト）であった。 

・ データ通信サービスの事故の内訳について
は、「固定通信」の事故件数の割合が 64％
（前年度⽐同）で、「移動通信」の事故件
数の割合が 18％（前年度⽐＋１ポイン
ト）であった。 

 ※ １件の事故で複数のサービスの停⽌⼜は品
質の低下が発⽣している場合があるため、停
⽌⼜は品質の低下が発⽣したサービスの合
計件数は、事故発⽣件数より多い 12,372
件となっている。 

68％（前年度⽐＋３ポイント）、「⾳声サー
ビス」の事故件数の割合は 23％（前年度⽐
－２ポイント）で､「データ通信サービス」の事故
が⾼い割合を占めている。 

・ ⾳声サービスの事故の内訳については、「固定
通信」の事故件数の割合が 45％（前年度⽐
－6 ポイント）、「移動通信」の事故件数の割
合が 51％（前年度⽐＋７ポイント）であっ
た。 

・ データ通信サービスの事故の内訳については、
「固定通信」の事故件数の割合が 64％（前
年度⽐+1 ポイント）で、「移動通信」の事故
件数の割合が 18％（前年度⽐＋１ポイン
ト）であった。 

※ １件の事故で複数のサービスの停⽌⼜は品質
の低下が発⽣している場合があるため、停⽌⼜
は品質の低下が発⽣したサービスの合計件数
は、事故発⽣件数より多い 12,239 件となって
いる。 

① サービス別の事故発⽣件数の⽐較 

 
（略） 

① サービス別の事故発⽣件数の⽐較 

 
（略） 

② ⾳声サービスの事故（2,921 件）の内訳 

 
（略） 

② ⾳声サービスの事故（2,868 件）の内訳 

 
（略） 

③ データ通信サービスの事故（8,330 件）の内
訳 

 
（略） 

③ データ通信サービスの事故（8,294 件）の内訳 
 

 
（略） 



(3) 事故発⽣要因別の内訳 
・ 事故の総件数※に占める⾃然故障やソフトウ

ェアの不具合といった「設備要因」による事故
件数の割合は 34％（前年度⽐±０ポイン
ト）、他の電気通信事業者の事故を要因と
する等の「外的要因」による事故件数の割合
は 62％（前年度⽐±０ポイント）、作業ミ
ス等の「⼈為要因」による事故件数の割合は
2％（前年度⽐＋１ポイント）であった。 

※ １件の事故で複数の発⽣要因がある場合
であっても、主たる発⽣要因のみで集計し
ている（6,580 件）。 

 
（略） 

(3) 事故発⽣要因別の内訳 
・ 事故の総件数※に占める⾃然故障やソフトウ

ェアの不具合といった「設備要因」による事故
件数の割合は 35％（前年度⽐＋１ポイン
ト）、他の電気通信事業者の事故を要因とす
る等の「外的要因」による事故件数の割合は
61％（前年度⽐－１ポイント）、作業ミス
等の「⼈為要因」による事故件数の割合は
2％（前年度⽐＋１ポイント）であった。 

※ １件の事故で複数の発⽣要因がある場合で
あっても、主たる発⽣要因のみで集計している
（6,709 件）。 

 

（略） 
(4) 故障設備別の内訳 
・ 故障設備が明確な事故件数※に占める「伝

送交換設備」（サーバ設備を除く）の故障
による事故件数の割合は 44％（前年度⽐
－５ポイント）、「伝送路設備」の故障による
事故件数の割合は 46％（前年度⽐＋７
ポイント）、「サーバ設備」の故障による事故
件数の割合は７％（前年度⽐＋１ポイン
ト）であった。 

・ 伝送交換設備（サーバ設備を除く）の故障
による事故の内訳については、「加⼊者収容
装置」の故障による事故件数の割合が 62％
（前年度⽐＋１１ポイント）、伝送路設備
の故障による事故の内訳については、「加⼊
者系ケーブル」の故障による事故件数の割合
が 56％（前年度⽐－３ポイント）で、昨年
に引き続き最⼤の割合を占め続けている。 

※ 事故の総件数（6,696 件）から、発⽣原因
が「他の電気通信事業者の事故による要因」等
のため故障設備が不明な事故（2,941件）を
除いた、故障設備が明確な事故件数（3,755
件）。なお、「他の電気通信事業者の事故によ

(4) 故障設備別の内訳 
・ 故障設備が明確な事故件数※に占める「伝

送交換設備」（サーバ設備を除く）の故障に
よる事故件数の割合は 41％（前年度⽐－9
ポイント）、「伝送路設備」の故障による事故
件数の割合は 44％（前年度⽐＋５ポイン
ト）、「サーバ設備」の故障による事故件数の
割合は９％（前年度⽐＋３ポイント）であっ
た。 

・ 伝送交換設備（サーバ設備を除く）の故障
による事故の内訳については、「加⼊者収容
装置」の故障による事故件数の割合が 61％
（前年度⽐＋１1ポイント）、伝送路設備の
故障による事故の内訳については、「加⼊者
系ケーブル」の故障による事故件数の割合が
56％（前年度⽐－３ポイント）で、昨年に
引き続き最⼤の割合を占め続けている。 

※ 事故の総件数（6,709 件）から、発⽣原因が
「他の電気通信事業者の事故による要因」等のた
め故障設備が不明な事故（2,636 件）を除い
た、故障設備が明確な事故件数（3,975 件）。
なお、「他の電気通信事業者の事故による要因」に



 

る要因」による事故であっても、故障設備が明
確な事故は含まれている。 

 

（略） 

よる事故であっても、故障設備が明確な事故は含
まれている。 

 

（略） 


